
親元就農者経営安定支援事業実施要領 

 

制 定 令和３年４月１日  

担農第１６５３号 山梨県農政部長通知

     

 

（目的） 

第１ 本県農業は、農家数の減少、農業従事者の高齢化の進行など多くの課題を抱え

ており、果樹など本県を代表する農作物の産地を維持・発展させていくためには、

農家子弟の親元就農により確実に経営継承を進めていくことが不可欠である。 

親元就農の推進に当たり、最も大きな課題として就農後の収入低下など経済的

な不安が挙げられる。 

そこで、親元就農者を確保するため、親元就農者三親等以内の親族が経営する

県内の農業経営体に就農した新規の農家子弟に対して支援し、経済的な不安を解

消することを目的として親元就農者経営安定支援事業（以下「本事業」という。）

を実施する。 

 

（事業内容）  

第２ 本事業は、市町村が三親等以内の親族が経営する県内の農業経営体に就農し

た農家子弟が将来的な経営継承や規模拡大に取り組むことに対して補助する場

合、県が市町村に対して助成するものとする。 

 

（交付主体） 

第３ 本事業の交付主体は、市町村とする。 

  

（交付要件等） 

第４ 市町村は、以下の全ての要件を満たす者に対し、予算の範囲内で補助金を交

付する。 

 １ 農業経営主及び交付対象者の要件  

次の（１）～（３）のいずれかに該当すること。  

（１）農業経営主が認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６

５号）第１２条第１項に規定する農業経営改善計画の認定を受けた者（以

下「認定農業者」という。）であること。  

（２）農業経営主が人・農地プランに中心経営体として位置づけられている者であ

ること。  

（３）交付対象者が経営を継承し認定農業者になることが確実と認められる者であること

（既に認定されている場合を含む。）。 

 

 



２ 農業経営主の要件 

農業経営主世帯において農業に従事する者一人当たりの前年の農業所得が４

００万円以下であること。 

 

３ 交付対象者の要件 

（１）就農時の年齢が５０歳未満の者であること。 

（２）農業経営主の三親等以内の親族であること。ただし、経営主が配偶者であ

り、その経営に従事する場合は、個別に交付の妥当性を判断することとす

る。 

（３）第７の１の事業計画（家族経営における経営発展計画、将来の経営継承計

画を記載する）を作成し、市町村長の認定を受けていること。 

（４）事業計画の承認申請時において、前年の本人及び配偶者（同居又は生計を

一にする別居の配偶者が該当する。）の合計の所得が６００万円以下であ

ること。 

（５）事業計画の申請時において、農業経営主と家族経営協定を締結しているこ

と。 

（６）事業計画の申請時において、農業経営主が経営する農業経営体に就農した

日（就農した日については、家族経営協定の締結日、又は青色事業専従者

となった日（青色申告申請日）で確認する。以下、「就農日」という。）

から１年を超えていないこと。 

（７）新規就農者育成総合対策事業のうち、就農準備資金及び経営開始資金の交

付対象とならないこと。 

（８）国、県、市町村等が実施する同様の事業による補助金、交付金その他の給

付金を受けていないこと。 

（９）年間の農業従事日数が２２５日以上かつ１，８００時間以上であること。 

 

（交付金額及び交付期間） 

第５ 補助金の額は、１人あたり１００万円とする。又、交付期間は就農日から１

年間とする。 

 

（補助金返還の条件） 

第６ 次に掲げる要件に該当する場合は交付対象者は補助金を返還しなければならな

い。ただし、（２）に該当する場合であって、病気や災害等のやむを得ない事情とし

て交付主体が認めたときは、この限りでない。  

（１）虚偽の申請等を行った場合は補助金の全額を返還する。 

（２）交付期間終了後５年間営農を継続しなかった場合にあっては、交付済みの

補助金の総額に、営農を継続しなかった期間（月単位）を交付期間終了後営

農継続すべき５年間（６０箇月）で除した値を乗じた額を返還する。ただし、

第７の４の（３）の手続を行い、就農を中断した日から原則１年以内に就農

再開し、就農中断期間と同期間更に就農継続した者を除く。 



 

第７ 交付対象者の手続 

１ 事業計画の承認申請 

補助金の交付を受けようとする者は、事業計画（様式第１号）を作成し、交付

主体に承認申請する。事業計画の承認申請は、原則として、就農日から１年以

内に行うものとする。なお、事業計画を作成するに当たっては、交付主体に相談

し、計画の妥当性及び目標達成の実現性の観点から、助言並びに指導を受けるこ

ととする。 

２ 事業計画の変更申請 

１の承認を受けた者は、事業計画を変更する場合は、計画の変更を申請する

（追加の設備投資を要しない程度の経営面積の拡大や品目ごとの経営面積の増

減等の軽微な変更の場合は除く。） ）。 

 

３ 交付申請 

１の承認を受けた者は、交付申請書を作成し、交付主体に補助金の交付を申

請する。原則として、就農日から１年以内に行うものとする。 

 

４ 就農状況報告等 

（１）就農状況報告 

交付対象者は、交付期間内及び交付期間終了後５年間（（３）の手続を

行い、就農を中断した場合は、就農中断期間を除いて５年間とする。以下同

じ。）、毎年度、当該年度における就農状況を就農状況報告（様式第３号）

により翌年度の４月末日までに交付主体に提出するものとする。ただし、

初回の報告対象期間は就農日から交付年度の３月末までとし、又、５年目

の報告対象期間は交付期間終了日の翌日から起算して５年を経過する日ま

でとする。 

（２）住所等変更報告 

交付対象者は、交付期間内及び交付期間終了後５年間に氏名、居住地や電話

番号等を変更した場合は、変更後１箇月以内に住所等変更届（様式第４号）

を交付主体に提出する。 

（３）就農中断報告 

交付対象者は、交付期間終了後の就農継続期間中にやむを得ない理由により

就農を中断する場合は、中断後１箇月以内までに交付主体に就農中断届（様



式第５号）を提出する。なお、就農中断期間は就農を中断した日から原則１

年以内とし、就農を再開する場合は就農再開届（様式第６号）を提出する。 

（４）離農報告 

交付対象者は、交付期間終了後５年の間に農業経営を中止し、離農した場

合は、離農後１箇月以内に離農届（様式第７号）を交付主体に提出する。 

５ 返還免除 

交付対象者は、第６の病気や災害等のやむを得ない事情に該当する場合は返還

免除申請書（様式第８号）を交付主体に提出する。 

６ 申請窓口 

（１）農業経営主が位置づけられている人・農地プランの策定市町村が申請の窓口

となり、交付することを基本とする。 

（２）人・農地プランの策定市町村と交付対象者の居住市町村が異なる場合は、両

市町村で調整の上、居住する市町村から交付することができる。 

 

第８ 交付主体の手続 

１ 事業計画作成への助言及び指導 

交付主体は、補助金の交付を受けようとする者が事業計画を作成するに当たっ

ては、当該者に対し、普及指導センター等の関係機関と協力して、事業計画の

妥当性及び目標達成の実現性の観点から、必要な助言及び指導を行うものとする。 

 

２ 事業計画の承認 

交付主体は、補助金交付を受けようとする者から事業計画の承認申請があった

場合には、事業計画の内容について審査する。 

審査の結果、第４の要件を満たし、補助金を交付して就農を支援する必要が

あると認めた場合は、予算の範囲内で事業計画を承認し、審査結果通知書（様

式第２号）により、審査の結果を申請した者に通知する。 

なお、審査に当たっては、交付主体に加え、普及指導センター等の関係機関

による面接等の実施により行うものとする。 

 

３ 事業計画の変更の承認 

交付主体は、事業計画の変更申請があった場合は、１の手続に準じて、承認



する。 

４ 補助金の交付  

補助金の交付申請を受けた交付主体は、申請の内容が適当であると認めた

場合は補助金を交付する。補助金の交付は、事業計画の承認後速やかに行うも

のとする。 

５ 就農状況の確認 

第７の４の（１）の就農状況報告（様式第３号）を受けた交付主体は、同

様式により就農状況を確認する。なお、必要に応じて現地確認を行う。 

 

６ 返還免除 

交付主体は、交付対象者から提出された返還免除申請の申請内容が第６のや

むを得ない事情として妥当と認められる場合は補助金の返還を免除すること

ができる。返還の免除が認められる場合、市町村は返還免除通知書（様式第９

号）により、交付対象者に通知する。 

 

７ 交付対象者情報の共有 

県及び交付主体は交付対象者の情報を共有することにより、交付対象者が就

農定着し、交付期間終了後５年目まで、より丁寧なフォローアップに活用する

とともに、交付状況の確認、重複や虚偽申請の確認のために利用するものとす

る。 

 

（その他） 

第９ この要領に定めるもののほか、本事業の実施に必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要領は、令和３年５月７日から施行する。 

なお、令和３年度において、第４の２の（６）の規定の適用については令和２年４

月１日以降の就農日を対象とし、第７の１及び３の規定中「就農日から１年以内」

とあるのは「就農日から２年以内」と読み替えるものとする。 

 



附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 


